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3.2 鉄筋コンクリート造住宅 

3.2.1 鉄筋コンクリート造住宅の耐震性能に影響を及ぼす要因 

 文献調査ならびに地震災害予測研究会委員および有識者にヒアリングを行い、鉄筋コン

クリート造住宅の耐震性能に影響を及ぼすと考えられる要因を調査した。その結果を表 

3.2.1に示す。また、列挙した要因に関連する文献調査を行い、調査で得られたものにつ

いて3.2.2項に示し、法規・構造計算規準の変遷を踏まえて設定した住宅の区分を3.2.3項

に示す。 

 

表 3.2.1 鉄筋コンクリート造住宅の耐震性能に影響を及ぼす要因 

項目 影響を及ぼす要因 3.2.2項の記載 

法規・構造計算規準 耐震規定、荷重 (地震、風、

雪)、設計ルート 

(1) 1) 

(1) 2) 

工法 工法の種類 (2) 

鉛直構面 

 

腰壁、垂壁、雑壁、方立て壁 
‐※1 

 構造スリット ‐※1 

ピロティ ピロティ ‐※1 

間取り 平面の偏心 ‐※1 

相互作用 基礎仕様 ‐※1 

劣化 コンクリート劣化 ‐※1 

増改築 増改築 ‐※1 

免震・制震 免震・制震 ‐※2 

※1 文献から耐震性能への影響や実態に関する有益な情報が得られなかった 

※2 耐震性能が高くなる要因と考えられたため、調査の優先度を落とした 

 

 



 

95 

3.2.2 耐震性能に影響を及ぼす要因の調査 

(1) 法規・構造計算規準 

  耐震規定 1)

 鉄筋コンクリート造住宅の耐震性能に関連する法規・構造計算規準の変遷を表 3.2.2に

示す。1971年以前の建物は柱の帯筋が少ないため、耐震性能が低い。また、1981年以前の

地震力は高さ方向には16ｍまでは一定で計算されていたため、建物は大きく揺れる場合、

高い階には設計以上の地震力が作用し、耐力が小さい中間階で被害が発生する可能性があ

る。また、1981年以前の11-14階程度の板状建物には、４階までが鉄骨鉄筋コンクリート

造、５階以上が鉄筋コンクリート造というように途中階で構造形式が異なる場合があり、

４-７階辺りで被害が発生する可能性がある。1981年以降の新耐震設計では、設計ルート

（1、2-1、2-2、2-3、3、壁式、免震、限界耐力計算、時刻歴応答解析、建物高さ(31m、

45m、60m)）も耐震性能に影響する要因と考えられる。特に2015年６月に廃止されたルー

ト2-3は、８、９階程度の階数となるにも関わらず耐力の確認が簡単に済まされており、

注意が必要である。2000年には主筋の継手の規定など建築基準法が一部改正されている。 

 

表 3.2.2 住宅の耐震性能に関連する法規・構造計算規準の変遷 

年代 法規・構造計算規準 備 考 
1950.05 建築基準法の制定 許容応力度設計の導入 

水平震度0.2以上と規定 
1971.06 建築基準法改正 靱性の確保のため、柱の帯筋間隔を強化 
1981.06  新耐震設計法  
2000.06 建築基準法一部改正 主筋の継手の規定 

 

  帯筋端部の仕様が柱耐力に与える影響 2)

 1971年の建築基準法改正で柱の帯筋間隔が強化され、靱性が向上している。ここでは、

帯筋端部の仕様が柱耐力に与える影響について調査した。 

 柱の短期許容せん断力 ASQ は(3.2.1)であり、帯筋比 wp が影響している。 

   )002.0(5.0  wtwsAS pffjbQ 　                        (3.2.1) 

  b ：柱の幅、 j ：柱の応力中心距離、 sf ：コンクリートの許容せん断応力度、 

  tw f ：帯筋のせん断補強用許容引張応力度、 wp ：帯筋比 

 

帯筋フックのディテールについてどれを使うかは旧耐震、新耐震で明確に書かれていな

い。有用となる文献も得られず、帯筋端部の仕様の年代変遷の明確な線引きは難しい。 

文献3.2.1）に帯筋端部フック形状が鉄筋コンクリート柱の最大耐力および変形性状に

及ぼす影響に関する既往の実験研究が取りまとめられている。その中で大野ら3.2.2）による

表 3.2.3のせん断破壊先行型柱の実験Ⅰと曲げ降伏先行型柱の実験Ⅱが示されている。 

 せん断破壊先行型柱の実験Ⅰでは、帯筋比 wp が0.21%（1970年以前を想定）と0.43%
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（1971年以降を想定）の場合について、90°フック付きと135°フック付きがあり、フッ

クの余長を６dとしている。実験結果によると、帯筋比 wp が0.21%、0.43%のいずれも90°

フック付きと135°フック付きでは、最大耐力および荷重変形関係に明瞭な差異は認めら

れていない。 

 曲げ降伏先行型柱の実験では、主因子が帯筋比 wp の実験Ⅱ-１とフックの余長の実験Ⅱ

-２がある。実験Ⅱ-１では、帯筋比 wp が0.39%と0.63%の場合について、90°フック付き

と135°フック付きならびに溶接閉塞型があり、フックの余長を６dとしている。実験Ⅱ-

２では、帯筋比 wp を0.40%とし、90°フック付きと135°フック付きの場合についてフッ

クの余長を４d、６d、10dとしている。実験Ⅱ-１の結果によると、帯筋比 wp が0.39%、

0.63%のいずれも90°フック付きと135°フック付きでは、荷重変形関係に明瞭な差異は認

められていない。実験Ⅱ-２の結果によると、90°フック付きで余長を4dとした場合と

90°フック付きと135°フック付きで余長を6dとした場合には、荷重変形関係に明瞭な差

異は認められていない。ただし、135°フック付きで余長を10dとした場合には変形性能の

改善が期待できる。 

 その他、文献3.2.1）には軸力、曲げ、せん断を受ける鉄筋コンクリート柱に関連する

既往の実験研究の結果が示されているが、90°フック付きと135°フック付きの荷重変形

関係に有意な差は見られなかったとまとめられている。しかし、135°フックなどの帯筋

の端部処理方法は、最大耐力に影響を及ぼさないとしても、せん断耐力や曲げ耐力に達し

た後の靱性を確保するために重要な役割があるとまとめられている。 

 

表 3.2.3 曲げせん断実験の試験体一覧3.2.1） 
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(2) 工法 

鉄筋コンクリート造住宅の主な工法を図 3.2.1に示す。 

壁式鉄筋コンクリート構造、壁式プレキャストコンクリート構造は十分な耐震余裕度

（壁式規準の２倍近くの実耐力）があり、壁式構造は建物に被害が生じにくい。 

 

鉄筋コンクリート  鉄筋/鉄骨鉄筋コンクリート造  ラーメン構造 

造住宅    耐震壁付ラーメン構造 

（戸建／集合）  壁式鉄筋コンクリート構造 

  プレキャスト鉄筋コンクリート構造 

  壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造 

図 3.2.1 鉄筋コンクリート造住宅の主な工法 

 

3.2.3 法規・構造計算規準の変遷、要因を踏まえた住宅の区分 

 法規・構造計算規準の耐震規定の変遷を踏まえて設定した鉄筋コンクリート造住宅の区

分を表 3.2.4に示す。 

 

表 3.2.4 耐震規定の変遷の観点からみた鉄筋コンクリート造住宅の区分 

建築年代 耐震規定などの変遷 

   - 1950  

1950   - 1971.5 建築基準法の制定 

1971.6 - 1981.5 建築基準法改正 

1981.6 - 2000.5 
新耐震 

2000.6 - 

 

3.2.4 共同住宅の実耐力の分析 

(1)  検討方針 

 平成25年住宅・土地統計調査1.2.1）によると、全国の鉄筋コンクリート造住宅のタイプ別

の住宅数比率は、一戸建が6.4%、長屋建が1.1%、共同住宅が92.3%と共同住宅がストック

の大半を占めている。そこで本節では、実在の共同住宅を検討対象とした。 

 具体的には、加藤(2007)3.2.3）の22棟の共同住宅データに加え、住宅分譲時のカタログを

取り寄せて、実在する66棟の共同住宅データの１階平面図を収集した。さらに、平面図か

ら得られる壁量、柱量に基づき、弱軸方向の実耐力を熊本・境(2007)3.2.4）の方法によって

ベースシア係数で分析し、建築年代や階数がベースシア係数に及ぼす影響を検討する。な

お、共同住宅データの構造形式は鉄筋コンクリート造または鉄骨鉄筋コンクリート造であ

り、壁式構造は含まれない。 

 また、時刻歴解析による検討が求められる軒高60m以上の超高層建物は RtDs （詳細は

(2)1）①参照）で設計されておらず、腰壁、垂壁、雑壁による余剰耐力もあまり期待でき
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ないため、本節の検討では対象外とした。 

 

(2)  実耐力の分析 

 建物が設計基準どおりの耐力を持っているとすると、地震応答解析を用いて予測した建

物被害は実被害よりも大きくなることが報告されている3.2.5）。つまり、実際の建物は設計

では考慮されていない余剰耐力を持っていると考えられるが、その発現メカニズムは解明

されていない。 

そこで熊本・境(2007)は余剰耐力の発現要因が非構造部材にあるとして、鉄筋コンクリ

ート造建物の実耐力を予測している。本節でも、鉄筋コンクリート造の共同住宅が持つ余

剰耐力を検討するため、熊本・境(2007)に基づき実耐力を予測し、その分布を分析する。 

 

  熊本・境(2007)による実耐力の分析 1)

① 実耐力の定式化 

熊本・境(2007)では建物の実耐力を(3.2.2)を用いて予測している。図 3.2.2に示すと

おり鉄筋コンクリート造建物を構面に分け、外構面は腰壁・垂壁が付くことで曲げ耐力が

上昇するが柱の内法スパンが短くなるためせん断破壊するものとし、外構面および耐力壁

の存在する内構面の耐力を右辺第１項で、その他の内構面は設計書どおりの耐力を持つと

して第２項で、雑壁の耐力を第３項で表している。 

nw

A
rRtDsr

nw

AA
Cy wwwwcc

















 '')1(


  (3.2.2) 

Cy ：ベースシア係数、 c ：柱のせん断応力度(N/cm2)、 w ：耐震壁のせん断応力度(N/cm2)、 

'w ：雑壁のせん断応力度(N/cm2)、 cA ：柱量(cm2/m2)、 wA ：壁量(cm2/m2)、 

'wA ：雑壁量(cm2/m2)、 w：単位建物重量(N/m2)、 n ：建物階数、 Ds ：構造特性係数、 

Rt ：振動特性係数、 r ：せん断構面割合 

 

 

 

図 3.2.2 各構面の立面図3.2.1） 
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柱のせん断応力度(N/cm2)は、鉄筋コンクリート構造計算規準3.2.6）を参考にコンクリート

の設計基準強度 Fc (N/cm2)を用いて(3.2.3)、(3.2.4)で算出する。耐震壁のせん断応力度

は250N/cm2、雑壁のせん断応力度は100N/cm2、構造特性係数は0.3、単位建物重量は

12,000N/m2を仮定する。振動特性係数Rtは第２種地盤として設計用１次固有周期は、軒高

が不明な建物は階高3.0mとして0.02×3.0×階数で算出する。せん断構面割合は、(耐震壁

構面数+外構面数)/(スパン数+1)を与える。コンクリート強度が不明の場合の設定方法に

ついては後述する。 

5.1
30


Fc

c   （ Fc ≦2,100N/cm2）    (3.2.3) 

5.1
100

50 









Fc
c  （ Fc ＞2,100N/cm）    (3.2.4) 

鉄骨鉄筋コンクリート造については、以下の方針で c 、 Ds を与えて算定した。 

・２次設計のルート１で考えられる鉄筋コンクリート造と鉄骨鉄筋コンクリート造の壁

の終局強度時のベースシア係数を踏まえ、外構面の実耐力を予測する際の柱のせん断

応力度 c は鉄筋コンクリート造の1.4倍とした。 

※ルート１における壁の終局強度時のベースシア係数 

   鉄筋コンクリート造：(2.5αAw+0.7αAc)/W、 

鉄骨鉄筋コンクリート造：(2.5αAw+1.0αAc)/Wであり、1.0/0.7 (≒1.4)倍 

・内構面の実耐力を予測する際の構造特性係数 Ds は、鉄骨鉄筋コンクリート造の下限

値0.25とした。 

 

② コンクリート強度 

コンクリート強度が不明の場合には、1975 年までは表 3.2.5、図 3.2.3 に示す耐震診

断基準 3.2.7）の１次調査を参考に、1976 年以降については図 3.2.4 に示す関東地方におけ

る公立学校校舎建築物および官庁舎建築物のコンクリートコア採取による坂巻ら 3.2.8）によ

る設計基準強度の頻度分布を参考に設定した。1990 年以降は 240(kg/cm2)と仮定した。以

上の方法で与えたコンクリート強度を表 3.2.6 に示す。 

 

表 3.2.5 建物竣工年度とコンクリート強度との関係3.2.7）をもとに作成 

竣工年度 コンクリート強度の推定値Fc（kg/cm2） 

    -1953 135 

1954-1958 150 

1959-1969 180 

1970- 210 

 



 

100 

 

図 3.2.3 設計基準強度の変遷3.2.7） 

 

 

図 3.2.4 設計基準強度の頻度分布3.2.7） 

 

表 3.2.6 コンクリート強度不明の場合に与えた特性（軒高60m以下） 

竣工年度 コンクリート強度の推定値Fc（kg/cm2） 

    -1953 135 

1954-1958 150 

1959-1969 180 

1970-1989 210 

1990- 240 

 

  検討ケース 2)

 境・熊本(2010)のベースとなる加藤(2007)において算定されている22棟の共同住宅に加

えて、本研究では66棟の共同住宅データを追加し、計88棟のベースシア係数を(3.2.2)に

より算定する。建築年代、階数別のデータ数を表 3.2.7に示す。超高層および壁式構造の

共同住宅は対象に含めていない。 
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表 3.2.7 分析した共同住宅データ 

建築年代 階数 
共同住宅データ（棟） 

加藤(2007) 追加データ 小計 

① -1971.5 1-5階 0 6 6 

② 6-10階 1 2 3 

③ 11-15階 1 3 4 

④ 1971.6-1981.5 1-5階 1 9 10 

⑤ 6-10階 0 14 14 

⑥ 11-15階 0 6 6 

⑦ 1981.6-2000.5 1-5階 9 0 9 

⑧ 6-10階 7 1 8 

⑨ 11-15階 3 3 6 

⑩ 2000.6- 1-5階 0 7 7 

⑪ 6-10階 0 6 6 

⑫ 11-15階 0 9 9 

 合計 22 66 88 

 

追加した共同住宅データは、住宅分譲時のカタログを取り寄せ、カタログに掲載された

１階の平面図を用いて柱量、壁量、雑壁量を算出する。寸法や記号が不明の場合には、以

下の方法で柱、耐震壁、雑壁の断面積を読み取り、１階の床面積で除することで算出する。

壁量、雑壁量は２方向について求める。 

・１階床面積はカタログ記載の建築面積を用いる。ただし、エキスパンションジョイントで分

かれている共同住宅については、各棟の１階床面積を平面図から読み取る。 

・柱寸法は読み取り後、５cm単位で丸める。 

・壁の長さは読み取り後、１cm単位で丸める。 

・耐力壁の厚さは20cmとする。 

・雑壁の厚さは12cmとする（建築基準法 第78条の２：耐震壁の壁厚は12cm以上より）。 

・戸境壁かつ両側柱は耐震壁とする。 

・コア周りの壁かつ両側柱は耐震壁とする。 

・長さが45cm以下の壁は無視する。 

 

  共同住宅の実耐力の分析結果 3)

(3.2.2)に基づき計算した各共同住宅の実耐力と考えられる弱軸方向のベースシア係数

と(3.2.2)の第３項の雑壁の耐力について建築年代別にプロットした結果を図 3.2.5に示

す。1981年以前の旧耐震設計法のデータによる累乗近似と1981年以降の新耐震設計法のデ

ータによる累乗近似も合わせて示しているが、両者はほぼ重なっており、本研究では旧耐

震設計法と新耐震設計法による住宅でベースシア係数の傾向に明瞭な差異は見られなかっ

た。これは、新耐震設計法が旧耐震設計法との不連続を避け、水平震度0.2と整合する設

計ベースシア係数0.2が設けられた経緯を踏まえると違和感のない結果と考えられる。な

お、この結果は、旧耐震と新耐震で１階の水平抵抗部材の量に変化がなかったことを示し
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ているだけである。兵庫県南部地震を始め、さまざまな地震において指摘されている旧耐

震と新耐震の被害の差を説明するためには、両者の変形性能や上階の強度の違いを考慮し

た分析が必要となることが示唆される。 

また、1981年以降の新耐震設計法のデータについて設計ルートが変わる軒高別に色分け、

累乗近似した結果を図 3.2.6に示す。設計ルートが変わる軒高31m付近の結果にばらつき

が見られるが、設計ルートによる実耐力分布の傾向を考察するにはまだ軒高45m以下の母

集団が不十分の状況であり、母集団を拡充した検討が必要である。 

 

 

(a) 建物全体 

 

(b) 雑壁の寄与 

図 3.2.5 弱軸方向のベースシア係数（曲線は累乗近似） 
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図 3.2.6 新耐震設計法の設計ルートによる影響（曲線は累乗近似） 

 

上述のとおり、建築年代による差違が明瞭には見られなかったため、分析した全年代の

データを用いてベースシア係数の平均値とばらつきを階数ごとに算出した。その結果を表 

3.2.8、図 3.2.7に示す。同図表には第３項の雑壁に関してベースシア係数と建物全体の

ベースシア係数に占める割合もあわせて示す。ベースシア係数の変動係数は0.1-0.4の範

囲にあり、図 3.2.8に示すとおり変動係数の階数に対する依存性は特には見られなかった。 

 

表 3.2.8 ベースシア係数の平均値とばらつき 

階数 ﾃﾞｰﾀ数 

建物全体 雑壁 雑壁の影響割合 

平均値 
標準 

偏差 

変動 

係数 
平均値 

標準 

偏差 

変動 

係数 
平均値 

標準 

偏差 

1               

2 1 1.82  - - 1.06  - - 58.2% - 

3 5 1.39  0.14  0.10 0.85  0.12  0.15 61.2% 9.2% 

4 9 1.18  0.22  0.19 0.70  0.26  0.38 57.8% 13.5% 

5 17 0.86  0.21  0.25 0.43  0.16  0.36 49.7% 11.0% 

6 11 0.74  0.19  0.26 0.36  0.08  0.22 50.1% 10.1% 

7 7 0.66  0.23  0.34 0.28  0.09  0.33 43.3% 6.2% 

8 4 0.57  0.07  0.13 0.24  0.09  0.36 41.7% 11.3% 

9 5 0.50  0.06  0.11 0.15  0.08  0.51 28.7% 13.9% 

10 4 0.43  0.09  0.21 0.16  0.07  0.44 37.6% 17.2% 

11 9 0.54  0.14  0.26 0.16  0.08  0.47 29.2% 10.7% 

12 1 0.42  -  - 0.10  - - 24.2% - 

13 4 0.39  0.03  0.08 0.10  0.01  0.14 26.2% 5.1% 

14 9 0.35  0.08  0.22 0.12  0.05  0.42 33.6% 12.3% 

15 2 0.23  0.09  0.40 0.05  0.01  0.16 24.1% 13.0% 
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(a) 建物全体 

 

(b) 雑壁の寄与 

 

(c) ベースシア係数に占める雑壁の影響の割合 

図 3.2.7 ベースシア係数の平均値と±標準偏差のばらつき 
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図 3.2.8 ベースシア係数の変動係数 

 

(3)  まとめ 

本節では、実在する88棟の共同住宅の平面図から得られる壁量、柱量に基づき、弱軸方

向の実耐力を熊本・境(2007)によってベースシア係数を算定し、共同住宅の実耐力分布の

分析を行った。分析の結果は次のとおりである。 

 

・実在する88棟の共同住宅の分析においては、旧耐震設計法と新耐震設計法による住

宅でベースシア係数に明瞭な違いは見られなかった。これは、新耐震設計法が旧耐

震設計法との不連続を避け、水平震度0.2と整合する設計ベースシア係数0.2が設け

られた経緯を踏まえると違和感のない結果と考えられる。 

・この結果は、旧耐震と新耐震で１階の水平抵抗部材の量に変化がなかったことを示

しているだけである。兵庫県南部地震を始め、さまざまな地震において指摘されて

いる旧耐震と新耐震の被害の差を説明するためには、両者の変形性能や上階の強度

の違いを考慮した分析が必要となることが示唆される。 

・1981年以降のデータについて設計ルートが変わる軒高別に分析したところ、設計ル

ートが変わる軒高31m付近でベースシア係数にばらつきが見られた。しかし、実耐

力分布の傾向を考察するにはまだ母集団が不十分の状況であり、母集団を拡充した

検討が必要である。 

  

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

変
動

係
数

階数


	3.2 鉄筋コンクリート造住宅
	3.2.1 鉄筋コンクリート造住宅の耐震性能に影響を及ぼす要因
	3.2.2 耐震性能に影響を及ぼす要因の調査
	(1)  法規・構造計算規準
	1)  耐震規定
	2)  帯筋端部の仕様が柱耐力に与える影響

	(2)  工法

	3.2.3 法規・構造計算規準の変遷、要因を踏まえた住宅の区分
	3.2.4 共同住宅の実耐力の分析
	(1)  検討方針
	(2)  実耐力の分析
	1)  熊本・境(2007)による実耐力の分析
	① 実耐力の定式化
	② コンクリート強度

	2)  検討ケース
	3)  共同住宅の実耐力の分析結果

	(3)  まとめ



